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公開日付：2020.07.30

　7月30日は17時までに、「新型コロナ」関連の経営破たん（負債1,000万円以上）が3件（倒産3件）発生した。

　2月からの累計は365件（倒産297件、弁護士一任・準備中68件）に達した。2月2件、3月22件から4月、5月は80件台に

急増。6月は単月最多の103件、7月は30日までに71件が発生した。

　このほか、集計対象外だが負債1,000万円未満の小・零細企業・商店の倒産が9件判明している。都市圏を中心に感

染者数が再び増加をたどり、企業業績への影響も懸念される。コロナ関連破たんは疲弊した企業の脱落を中心に、引

き続き高水準で推移するとみられる。 

【都道府県別】　～ 東京都が91件と突出 、10件以上発生は9都道府県～

　7月30日現在、都道府県別では和歌山、高知の2県を除く45都道府県で発生している。このうち、東京都が91件（倒産

80件、準備中11件）と件数では突出。次いで、大阪府35件、北海道21件と続き、10件以上の発生は9都道府県となって

いる。 

【業種別】　～ 飲食業が55件で最多、アパレル関連46件、宿泊業40件で続く ～

　業種別は、来店客の減少、休業要請などが影響した飲食業が55件で最多。次いで百貨店や小売店の休業が影響し

たアパレル関連（製造、販売）が46件、インバウンド需要消失や旅行・出張の自粛が影響した宿泊業が40件と、3業種が

突出している。 

【負債額】

　「新型コロナ」関連破たんのうち、倒産した297件の負債額別では、最多が1億円以上5億円未満で122件（構成比

41.0％）。次いで、1千万円以上5千万円未満68件（同22.8％）、5千万円以上1億円未満が42件（同14.1％）、10億円以上

が39件（同13.1％）、5億円以上10億円未満が26件（同8.7％）の順。

　負債1億円未満が110件（同37.0％）を占める。一方で、100億円以上の大型倒産も3件発生し、小・零細企業から大企

業まで「新型コロナ」関連の経営破たんが広がっている。　 

【形態別】

　「新型コロナ」関連で倒産した297件の形態別では、破産が254件（構成比85.5％）で最多。次いで、民事再生法が29件

（同9.7％）、取引停止処分14件（同4.7％）だった。

　「新型コロナ」関連倒産の8割以上を消滅型の破産が占め、再建型の民事再生法は約1割にとどまる。

　業績不振が続いていたところに新型コロナのダメージを受け、回復の見込みが立たずに脱落したケースが大半となっ

ている。 

※ 企業倒産は、負債1,000万円以上の法的整理、私的整理を対象に集計している。

※ 原則として、「新型コロナ」関連の経営破たんは、担当弁護士、当事者から要因の言質が取れたものなどを集計して

いる。

※ 東京商工リサーチの取材で、経営破たんが判明した日を基準に集計、分析した。

最新記事

TSR速報

債権者リスト

全国企業倒産状況

こうして倒産した・・・

データを読む

時局レポート

D&B米国健全性レポート

東日本大震災関連記事

このページを見ている人はこんな
ページも見ています

重要な経済指標である倒

産をベースに国内経済を

把握できます。

倒産月報・企業倒産白書

倒産情報や債権者リスト

など経営判断に欠かせな

い情報誌です。

TSR情報誌（倒産情報誌）

国内を含めた世界最大級

の多彩な企業情報をオン

ラインでご提供！

tsr-van2（インターネット

企業情報サービス）

1日2回、最新の倒産情報

をメールいたします。

TSR express（TSR情報

Web） -倒産情報配信

サービス-

最新セミナー・イベント

ホーム 最新記事 データを読む 2020年 「新型コロナウイルス」関連破たん状況【7月30日17:00 現在】

「新型コロナウイルス」関連破たん状況【7月30日17:00 現在】

サイト内検索

1/2ページ「新型コロナウイルス」関連破たん状況【7月30日17:00 現在】 ： 東京商工リサーチ

2020/07/31https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20200730_04.html
19

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20200730_04.html


フォームからお問い合わせ

お問い合わせはこちらお問い合わせはこちら

電話・FAXでのお問い合わせ

株式会社東京商工リサーチ 情報部
03-6910-3155
最寄りのTSR支社店へお問い合わせください

支社店一覧

データを読む一覧に戻る

最新記事・倒産状況に関するお問い合わせ

関連情報

￥1,200からの簡単な与信管理～最強の与信管理

ツール”tsr-van2”～

国内企業の情報を詳しく知りたい～TSR REPORT

（国内企業レポート）～

海外企業の情報を詳しく知りたい～D&Bレポート

（海外企業情報レポート）～

無料で1ヶ月”信用情報”購読～”TSR情報誌”無料

試読申込～

顧客管理&営業支援ツール！～Data Approach(企

業情報データファイル)～

Facebook Twitter YouTube

東京商工リサーチ版 SNS一覧

人気記事ランキング

「新型コロナウイルス」関連破たん
状況【7月28日17:00 現在】

2020年3月期決算上場企業「役員
報酬 1億円以上開示企業」調査 
【7月22日17:00 現在】

ギャル系ブランド「CECIL McBEE」
店舗閉鎖へ 不振が続き、新型コ
ロナが追い打ち

民事再生のレナウン スポンサー
選定が難航、予定の6月末までに
発表できず

新型コロナでさらに窮地 百貨店ア
パレル上場12社、半数で赤字

最新記事はこちら

サイトのご利用にあたって 企業行動規範 サイトポリシー 個人情報の取り扱いについて 「企業情報調査票」記入のお願い

サイトマップ English

“D&B D-U-N-S® Registered™”ご紹介

～海外取引に信頼を与える認証ツール～

© TOKYO SHOKO RESEARCH, LTD.

2/2ページ「新型コロナウイルス」関連破たん状況【7月30日17:00 現在】 ： 東京商工リサーチ

2020/07/31https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20200730_04.html
20

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20200730_04.html

